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2012 年 4 月、文部科学省は学校保健安全法に基づき「学校安全の推進に関する計画」を策定した。この計画
は「生活安全、交通安全、防災教育を含めた災害安全を強化する観点から、国が取り組むべき安全に関する教育
の充実や、地域社会、家庭との連携を図った学校安全の推進などの具体的方策」が掲げられている。具体的方策
には「教職を志す学生への学校安全教育」が打ち出されており、教員養成段階における学校安全に関する教育の
充実が求められている。本稿は、教員養成学部において、どのような学校安全教育が行われているのか、シラバ
ス等を用いて取り組み状況を概観することを試みている。調査の結果、中学校・高等学校の保健体育教諭および
養護教諭の免許取得者のための科目や、怪我の危険性が高い実技教科の科目の中で学校安全に関連する授業が実
施されていた。しかし、学校安全に関して包括的に取り上げている科目を設置している大学は非常に少なかった。 
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1. はじめに 
 
1.1. 「学校安全の推進に関する計画」の策定 
2012 年 4 月、文部科学省は、学校保健安全法に基づ
き「学校安全の推進に関する計画」を策定した。この計
画は、「生活安全、交通安全、防災教育を含めた災害安
全を強化する観点から、国が取り組むべき安全に関する
教育の充実や、地域社会、家庭との連携を図った学校安
全の推進など」が掲げられている1。具体的に「（１）安
全に関する教育の充実方策、（２）学校の施設及び設備
の整備充実、（３）学校における安全に関する組織的取
組の推進、（４）地域社会、家庭との連携を図った学校
安全の推進」の 4 つの方策が打ち出され、2012 年度か
ら 2016年度までのおおむね 5年間にわたり取り組む基
本的な方向や具体的な方策が示された。そして（３）学
校における安全に関する組織的取組の推進の中で、「学
校安全に関する教職員の研修等の推進」が掲げられ、そ
の中で「教職を志す学生への学校安全教育」が示された。
そこでは、将来教師を目指す学生への学校安全に関する
教育の充実が図られるよう支援することが示されてい
る。具体的には、「課題と方向性」と「具体的な方策」
に分けて、次のように述べられている。 
 
＜課題と方向性＞ 
○ 教員の資質として、児童生徒等の健康と安全を
守る上で必要なことは何か、児童生徒等にどうい
う指導をすべきであるかということは、土台とし
てしっかりと備えられている必要がある。 
  
 ○ 教職を志す学生が、学校安全に関する知識技能
を修得することができるよう、教員養成課程など
において、行政や学校現場で行われている安全教
育に関する新しい動きを学ぶことができるように
する取組について検討することが必要である。 
 
＜具体的な方策＞ 
○ 国は、教員養成段階にある学生への学校安全に
関する教育について、各大学の自主性を踏まえつ
つ、教員養成課程で学ぶことが必要な内容を整理
するとともに、学校安全に関連する講義の開設や
教育実習での学校安全に係る業務の実施など積極
的な取組がなされるよう促す。 
 
○ 大学の教員養成課程において、学校危機に対す
る予防プログラムを開発したり、そのプログラム
を研究授業などに活用する取組などを国が支援し
ており、引き続き、このような大学の取組を地域
の実情に応じて展開することについて支援する。 
 
国は、教員を志す学生が安全教育に関する最新動向を
学び、学校の安全に関する知識や技能を修得できるよう、
支援することが明示された。また、学校安全に関する教
育について「教員養成課程で学ぶことが必要な内容を整
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理する」ことが述べられている。では、現在、教員養成
段階では、学校安全に関してどのような教育がされてい
るのだろうか。本稿では、教員養成学部において取り組
まれている学校安全に関する教育について特徴や課題
を整理していきたい。 
 
1.2. 「学校安全」とは何か 
教員養成段階における学校安全に関する教育の取り
組み状況について概観する前に、まず学校安全とは何か、
確認したい。 
 文部科学省は、学校安全のねらいについて「幼児、児
童及び生徒（以下「児童生徒等」とする。）が、自他の
生命尊重を基盤として、自ら安全に行動し、他の人や社
会の安全に貢献できる資質や能力を育成するとともに、
児童生徒等の安全を確保するための環境を整えること」
であるとしている2。 
 学校安全の活動は、「児童生徒等が自らの行動や外部
環境に存在する様々な危険を制御して、自ら安全に行動
したり、他の人や社会の安全のために貢献したりできる
ようにすることを目指す安全教育と、児童生徒等を取り
巻く環境を安全に整えることを目指す安全管理、そして
両者の活動を円滑に進めるための組織活動という三つ
の主要な活動から構成されている」と説明している3。
三つの主要な活動については具体的に図 1 のように示
している。 
 
 
図 1 学校安全の構造（文部科学省 2001）4 
 
また、学校安全の領域は「生活安全」「交通安全」「災
害安全（防災）」の三つに分類されている5。表 1 は、そ
れぞれの領域の具体的な内容を「学校安全の推進に関す
る計画」に基づき、示したものである。 
生活安全は、学校生活における学習時間、休憩時間、
部活動、清掃活動、学校行事等における事故に加えて、
登下校時の犯罪被害やインターネット上での犯罪被害
も含んでいる。交通安全は、交通場面における事故であ
る。災害安全は、防災とほぼ同義として扱われており、
地震や津波、火山、風水（雪）害などの自然災害や火災、
原子力災害が含んでいる。このように学校安全の領域は
多岐にわたっている。 
 
表 1 学校安全の領域 
領域 内容 
生活安全 ・日常の学校管理下における事故 
 ・学校に不審者が侵入して児童生徒等や教職
員の安全を脅かす事件や、通学路で児童生
徒等に危害が加えられる事件 
交通安全 ・交通事故 
災害安全 
（防災） 
・自然災害、原子力災害 
 
近年では、2012 年から中学校において必修化されて
いる武道に伴う事故も懸念されている。学校安全の領域
や内容は時代とともに変遷している（斎藤 2005）。また、
江澤（2009）は「学校安全の問題領域は、時代ととも
に、その時々の学校の状況や児童生徒等を取り巻く地域
や社会が抱える問題等を反映するかたちで広がってき
た」と述べている。学校安全が扱う領域は時代とともに
広がっており、それとともに求められる取り組みも広が
っている。 
 
1.3. 教員養成段階における学校安全教育に関する議論 
 では、「教職を志す学生への学校安全教育」が「学校
安全の推進に関する計画」の中に盛り込まれるまでに、
どのような経緯があったのか。答申を打ち出した中央教
育審議会スポーツ・青少年分科会学校安全部会での議事
録をもとに議論を確認したい6。 
 学校安全部会では、第 1 回目より、教員養成段階に
おいて危機管理や安全教育に関して学ぶ機会が乏しい
ことを指摘している。それは例えば、次の委員の意見か
ら読み取れる。 
 
・教員養成課程の中を通じてあまり安全教育の機
会が「されてい」ないということもありますが、
やはりこれでは生徒に適切な教育はまだまだ難
しいのではないかということを実感しておりま
す。 
・先生方は危機管理とか安全教育にかかわる素養
を、残念ながら教員養成の中ではほとんど学ん
でいないことです。 
 
 また、次の意見のように、保健体育の教員免許の取得
には学校保健の科目が必修として課されている7ものの、
それ以外の科目の場合、学ぶ機会がほとんどないことも
指摘されている。 
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・教員養成の中で、健康と安全というのは、すべ
ての教員となる子どもたちの必須教養として、
きちんと学ぶように体制づくり、環境づくりを
やっていく必要があります。今現在は、学校保
健だけ、保健体育の教科をとる者だけしか科目
がないので、大多数の教員が、いきなり教員に
なったとたん、学校現場で、子どもたちの健康
課題とか安全の課題にさらされ､右往左往する
という状況になってきていますので、それは非
常に重要なものではないかなと思っています。  
 
 もちろん、学校安全部会では、現在行っている現職の
教員を対象とした研修の重要性も指摘している。しかし、
たとえ新任教員であっても事件や事故を未然に防ぐこ
と、あるいは事件や事故が起こった時に適切に判断し対
処することが求められる。そのため、教員として現場に
出る前に、学校安全に関する知識や技能を修得する機会
が必要であることも述べている。 
 なかには、次のように教員養成段階における「学校安
全の必修化」を主張する意見もある。 
 
・教員養成ですべての教師になる人が、学校安全
についての必要な力をしっかりつけていくとい
うことになりますね。ですから、教員養成課程
において学校安全というものを必修化していく
ということ。・・・（略）・・・非常にハードルが
高いというのはわかってはいるんですけれど、
でもこの今の、まさに熱いうちに言わないと、
なかなか実現しないと。 
・（略）・・・大阪教育大学では、これらの声や事
件を教訓に、このような事件をすべての学校で
二度と起こさないようにするために教職課程
履修者に「学校安全」の必修化をしましたが、
それは大変にすばらしいことで、教員養成課程
を持つ全国の大学に広げたいと思います。 
  
 教員免許取得に関して必修科目を設置することは学
校安全に限らず容易なことではない。しかし、養護教諭
や保健体育教諭のみならず、教員を目指すすべての学生
に対して、学校安全を学ぶ機会が提供されていることは
重要である。本計画が策定されたことで、教育現場に出
る前に少なくとも修得すべき内容を精査し、科目等を設
定していくことが今後求められるだろう。 
 
1.4. 教員養成段階における学校安全教育の調査（2003） 
安全管理の在り方に関する調査研究会8（2003）は、
教員養成段階において学校安全に関する教育が設定さ
れているかについて調査を行っている9。同調査研究会
は、全国の附属学校園10および大阪府内の公立小学校の
うち任意抽出した小学校、同府内の私立小学校に「学校
の安全管理アンケート調査」を実施し、結果を報告して
いる。校長または教頭に回答を求めた「管理職（校長・
教頭）用」と各学年の担当教諭から 1 名無作為に抽出
し無記名で回答を求めた「教諭用」のアンケートを作成
している。それぞれ、学校の安全管理に関して、大阪教
育大学附属池田小学校の事件の前後でどのような変化
があったのかを尋ねている。 
教員養成教育における学校安全に関しては、附属学校
園の管理職および教諭に一つずつ質問している。管理職
には「貴大学の教員養成教育カリキュラムの中に学校安
全に関する防災・防犯等の安全教育や危機対応について
の応急処置等の教育カリキュラムが設定されています
か」と尋ねている。その結果、附属池田小事件前は全体
として 11.8％であったのに対して、事件後（2002 年）
は 23.2％に上昇している。この結果に対し、調査研究
会は「国立大学の教員養成教育カリキュラムの中に安全
教育や危機対応の応急処置等の内容が増加しているこ
とがうかがえる」とした。しかし、事件後も 2 割程度
にとどまっていることに関しては、「カリキュラム改正
にあたって、その手続き上の手順や担当教官の充実等の
人的なことも関係しているとも考えられる。しかしなが
ら、児童生徒等を預かる学校の教員にとっては、安全教
育や応急処置の訓練は是非必要であり、早急に新たなカ
リキュラムの設定やカリキュラムの内容の充実が望ま
れる」と指摘している。 
一方、教諭に対しては「教員養成大学・学部では，学
校安全に関する危機対応（防犯・火災・地震等）の訓練
等を教員免許取得の必須科目にすべきだと思いますか」
と尋ねている。結果、「はい」と回答した者は、池田小
事件前は全体として 17.4％であったのに対し、事件後
（2002 年）は 51.9％へと増加している。「はい」と「ま
あまあ」を合わせると 48.6％から 82.7％に上昇してお
り、多くの教員が教員免許取得のための科目の設置に肯
定的であることがうかがえる。この結果に対して調査研
究会は、「第一線で子どもを担当している教員の悲痛な
声に対し教員養成大学・学部は応えなければならない。
教員は、着任と同時に学級担任をする場合が多い。すな
わち、着任直後から子どもの安全確保が要求される。そ
の意味でも、学校安全にかかわる内容を教員免許の取得
に際し必修科目として履修させることが必要」とし、「学
校安全」の科目の必修化について触れている。 
2003 年時点では教員養成の段階において、学校安全
に関する教育があまり取り組まれていなかった。しかし、
現場からは教員免許の取得のための科目として学校安
全に関する教育が行われるべきだという声が多かった
ことが 2 つの質問から浮かび上がっている。 
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2. 本研究の目的と方法 
 
「学校安全の推進に関する計画」では、国は「教員養
成課程で学ぶことが必要な内容を整理するとともに、学
校安全に関連する講義の開設や教育実習での学校安全
に係る業務の実施など積極的な取組がなされるよう促
す」と方策で掲げている。1.4.で述べたとおり、2003
年時点では、教員養成課程において、あまり学校安全に
関する教育に取り組まれていなかった。では、現時点で
は、学校安全に関してどのような内容の学習が、どの程
度行われているのだろうか。本稿では、教員養成課程に
おいて学校安全に関する科目や授業が開講されている
のか否か、および、開講されている場合はどのような教
育内容なのか実態を調査し、取り組み内容を類型化する
ことを試みたい。 
方法は、Web で公開されている各大学のシラバスや
大学が報告している学校安全教育に関する資料および
論文を収集し、内容を調査していくこととする。Web
シラバスの収集には、キーワード検索11を用いる。キー
ワードは「学校安全」に加えて、前述した学校安全を構
成している「安全教育」、「安全管理」、「危機管理」、「組
織活動」の全 5 つを用いて検索し、該当するものを対
象とした。なお、調査対象は、教員養成学部を有する国
立大学 47 大学のうち、学校安全に関する授業が明記さ
れたシラバスを公開している 31 大学（276 科目12）で
ある。最終的に、一つずつシラバスで内容を確認し、上
記のキーワードが入っていても学校安全に関する授業
でないものであれば除外した13。 
 
3. 結果 
 
シラバスを調査し、各授業の内容の特徴をもとに表 2
のように類型化した。「学校安全全般」は、学校安全の
意義や構造、活動領域等を含めた学校安全全般に関して
扱っている授業科目である。「安全教育」は、防災教育
や防犯教育、心のケアなど、児童生徒に対する安全教育
を 15 回通して扱っている授業科目である。「実技科目
の一部」は、主に理科や技術科、体育科における教科に
関する科目の中で、15 回の授業のうちの一部で安全指
導を扱っているものである。「教職科目の一部」は、教
職に関する科目の授業の一部で、学校安全をトピックと
して扱っていたり、学校保健安全法等の教育法規に関す
る授業を行っていたりするものである。「養護教諭
and/or 保健体育教諭のための科目」は、養護教諭や保
健体育教諭を養成するために開設されている必修科目
もしくは選択科目である。その他、特別支援教育や保育
に特化して子どもの安全を取り扱っている科目につい
ては「その他」に分類した。 
 表 2 の分類表をもとに、各授業がどのくらい開講さ
れているか調査した結果、図 2 のようになった。また
調査対象の 31 大学のうち、どのぐらいの大学が各授業
を開講しているのか、割合を示したのが図 3 である。 
 
表 2 学校安全に関する授業の分類 
項目 例（授業名） 
学校安全全般 
・学校安全特論 
・学校安全と危機管理 
・学校安全 
安全教育 
・子ども・地域と防災(防犯)教育 
・防災教育論 
・安全教育 
・学校危機と心のケア 
実技科目の一部 
・金属加工実習 
・化学実験指導法 
・水泳 
・野外リクリエーション論 
教職科目の一部 
・教師論 
・学校環境・組織マネジメント演習 
・現代社会と生徒指導 
・学校経営法規演習 
養護教諭 and/or
保健体育教諭のた
めの科目 
・養護概説 
・健康教育学 
・学校保健 
その他 
・保育内容（健康） 
・特別支援教育コーディネート特論 
 
 
 
図 2 学校安全に関する授業の取り組み（授業数） 
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図 3 学校安全に関する授業の取り組み（大学の割合） 
 
それぞれ具体的に、特徴を見ていきたい。 
 第一に、図 2 および図 3 からわかる通り、養護教諭
または保健体育教諭の養成課程を有している大学にお
いては、「学校保健」が必修科目として位置づけられて
いるため、学校安全に関する授業を実施している大学の
割合が高い。 
第二に、一つの科目として 15 回の授業を通じて学校
安全全般を包括的に学ぶ科目や安全教育を学ぶ科目を
開講している大学は稀であった。大阪教育大学では、
2007 年度以降、教員免許を取得する予定のすべての学
生を対象に、必修科目として「学校安全」を開講してい
る。『教師のための学校安全』（学習研究社、2008）を
テキストとして用いて、学校安全の概念から始まり、安
全教育、安全管理、防災訓練、応急手当、危機対応等、
万遍なく授業が構成されている14。また、選択科目とし
ては、弘前大学が「学校安全特論」、東京学芸大学が「学
校安全と危機管理」等を開講している。しかしながら、
大部分の大学は、選択科目としても開講していない状況
である。 
第三に、実技科目に関しては、危険が伴う可能性が高
いため、多くの大学で「安全管理」や「安全教育」の授
業を展開している（87.1％）。例えば、福井大学「基礎
化学実験（コンピュータ活用を含む）では、理科の実験
における安全指導に関して取り上げている。また、埼玉
大学「木材加工の基礎（実習及び製図を含む）」におい
ては、技術の実習における安全について扱っている。体
育科の実技では山口大学「武道」等が挙げられる。多く
の大学が 15 回の授業のうち１回～2 回程度、安全指導
や危機管理等に関するテーマを掲げて取り組んでいる。
ほかには怪我の危険ではないが、情報教育として、宮城
教育大学で「情報社会の安全対策と倫理」を展開し、情
報社会における安全の指導に関する授業が開講されて
いる。 
第四に、教職論や教職実践演習など、必修科目として
位置づけられている教職に関する科目（教職科目）の中
で、一部「学校安全」を取り入れている授業を展開して
いる大学が見られた（48.4％）。 
 
4. まとめ 
 
 学校安全に関して包括的に取り上げている科目を設
置している大学は非常に少なかった。一方、保健体育教
諭と養護教諭の免許を取得するためには「学校保健」が
必要であるため、この二つの教諭の養成課程を有する大
学は「学校保健」を設置し、学校安全に関する教育を実
施している。「安全管理」や「安全教育」については、
理科の実験や技術科の実習、体育科の実技等、怪我の危
険性がある教科の授業の一部で扱われており、これに関
しては多くの大学で取り組まれていた。さらに約半数の
大学は、教育理念や教育制度に関する授業の中で、学校
安全について一部取り上げていた。 
また、教員志望の学生全員に対して、「学校安全」に
関する学習の機会を提供している大学は少なかった。特
に必修科目として学校安全を開講しているのは大阪教
育大学のみであった。 
事件や事故を未然に防ぐためには、日頃からリスクマ
ネジメントをすることが大切である。どの場面がリスク
になるのかを考え、判断できなければならない。しかし、
何がリスクになるのか、どのようにすれば防げるのかと
いう問題はその場ですぐに考えられるものではない。ま
た事件や事故が起こってしまったあと、被害を拡大させ
ないためには、教員一人一人に行動力や想像力、判断力
が問われる。養護教諭や保健体育教諭を目指す学生のみ
ならず、教員を目指す全学生に学校安全を学ぶ機会を提
供することが重要であろう。そのためには、現在、養護
教諭と保健体育教諭の養成のために開講されている「学
校保健」や各実技科目の授業の一部で扱われている安全
教育等、すでに取り組まれている実践を他の教員養成課
程において展開していくことも検討していく必要があ
るだろう。また、学校現場で実際に学校安全の中核とし
て取り組んでいる安全主任等の教員や、多くの事例を知
っている警察、日々安全活動に取り組んでいる地域の方
と協働して取り組んでいくことも視野に入れていくべ
きではないだろうか。 
今後は、新任教員として必要な学校安全に関する知識
や技能を整理し、教員養成段階における教育プログラム
を開発していくことが求められる。 
 
5. おわりに 
国立大学教員養成学部における学校安全に関する教育の取り組み状況について 
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 文部科学省は、教員養成段階における学校安全に関す
る教育を強化する方針を固めた。2014 年度から「教員
養成段階における学校安全に関する知識や技能の習得
のため、大学の教員養成課程における習得実態を調査・
分析及び事例集を作成し、教員養成段階における安全教
育プログラムの開発を促進していく」ことを目的に「教
員養成課程における学校安全教育プログラムに係る実
態調査」を実施する。2014 年度予算概算要求に教育内
容の検討費用など約 1,000 万円を盛り込んでいる15。
2014 年度は、教員養成課程を有する大学が、学校安全
に関する知識・技能の習得をどのように、どの程度行っ
ているか実態調査を実施する。あわせて、有識者による
検討委員会を設置し、教員を志す学生に何を教えるべき
か議論し、安全教育プログラムの開発をする。2015 年
度には、一部の大学で試行し、実践につなげていく。 
本稿で調査対象として扱ったのはあくまでもシラバ
スであり、教員養成課程において学校安全に関して学生
がどのような知識や技能を修得しているのかまでは把
握できていない。また、教員養成段階として少なくとも
どのような知識を修得すべきなのかをまとめ、具体的に
プログラムの開発をするまでにはさらに調査が必要で
ある。2014 年度から進められる調査とプログラム開発
が期待される。 
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